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あらまし
本
市
職
員
の
給
与
な
ど
に
つ
い
て
、
市

民
の
皆
さ
ん
に
一
層
の
ご
理
解
を
い
た
だ

け
る
よ
う
、
そ
の
あ
ら
ま
し
を
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せ

し
ま
す
。
職
員
の
給
与
は
そ
の
職
務
と
責

任
に
応
じ
て
、
生
計
費
と
国
や
他
の
地
方

公
共
団
体
、
民
間
企
業
に
従
事
し
て
い
る

人
の
給
与
な
ど
の
実
情
を
考
慮
し
、
議
会

の
議
決
を
経
て
条
例
で
定
め
ら
れ
て
い
ま

す
。
ま
た
、
職
員
定
数
は
、
行
政
需
要
の

変
化
に
対
応
し
た
簡
素
で
効
率
的
な
行
政

運
営
の
た
め
、
適
正
化
に
努
め
て
い
ま
す
。

問
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合
わ
せ
は
職
員
課
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０
―
６

５
０
７
へ
。

全職員数
2,238人

一 般 行 政 職 福 　 祉 　 職1,093人 172人

税 　 務 　 職 企業職（水道局）119人 199人

栄養士・理学療法士 技 能 労 務 職7人 466人

看護師・保健師 教員（社教主事を含む）45人 137人

１　一般行政職とは戸籍・年金・福祉・経理などの業務に従事する事務職員と
土木・建築などの設計監理業務に従事する技術職員です。

２　技能労務職とは自動車運転・電話交換・清掃作業・給食調理などに従事す
る職員です。

３　全職員数に教育長は含みません。

１　給与月額とは、給料月額に扶養手当などの諸手当を加えた額です。
２　斜線部分については、公表されていません。

前橋市 群馬県 国

一般行政職

平均給料月額 36万1,397円 36万2,504円 33万2,052円

平均給与月額 44万8,671円 42万6,031円

平均年齢 42.3歳 41.8歳 40.4歳

技能労務職

平均給料月額 30万9,431円 29万731円

平均給与月額 36万4,886円

平均年齢 43.4歳 48.8歳

区　　分

区　分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

一般行政職
大卒 28万9,341円 34万1,624円 37万8,922円

高卒 23万7,200円 32万9,650円 35万1,314円

技能労務職 高卒 25万2,154円 27万8,085円 35万8,867円

区　分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級

標準的な職務内容 主事
技師

主事
技師 主　任 主　任

職　　員　　数 36人 153人 210人 133人

構　　成　　比 3.3％ 14.0％ 19.2％ 12.2％

参考
１年前の構成比

５年前の構成比

3.4％ 16.7％ 16.9％ 11.8％

7.4％ 23.8％ 10.7％ 13.5％

５ 級 ６ 級 ７ 級 ８ 級 ９ 級 計

係長・主査 課長補佐係　　長 課　長 課　長 部　長

292人 173人 27人 53人 16人 1,093人

26.7％ 15.8％ 2.5％ 4.8％ 1.5％ 100％

28.6％ 14.1 ％ 2.7％ 4.3％ 1.5％ 100％

26.0％ 11.0％ 2.9％ 2.8％ 1.9％ 100％

区　　　分 前橋市 群馬県 国

一般行政職
大卒 17万8,400円 17万1,500円 18万900円

高卒 14万4,000円 13万9,500円 13万9,500円

技能労務職 高卒 13万9,500円 13万6,700円

■職種別職員数の状況（平成15年４月１日現在）■職員の経験年数・学歴別の平均給料月額
（15年４月１日現在）

■人件費の状況 （13年度一般会計決算）
■一般行政職の級別職員数

（15年４月１日現在）

■職員の平均給料月額・平均給与月額・平均年齢
（14年４月１日現在）

■職員の初任給 （15年４月１日現在）

区分 職員数
Ａ

給　　与　　費 １人当たり
給与費
Ｂ／Ａ給　　料 職員手当 期末勤勉手当 計Ｂ

15
年度 1,929人 79億8,725万円 14億4,672万円 33億9,176万円 128億2,573万円 665万円

14
年度 1,955人 81億9,273万円 14億7,597万円 35億698万円 131億7,568万円 674万円

�職員給与費

職員手当に退職手当は含みません。

区分 住民基本台帳法人口
（15年３月31日現在）

歳　出　額
Ａ

人　件　費
Ｂ

人件費比率
Ｂ／Ａ

13年度 28万3,398人 1,122億8,992万円 174億4,507万円 15.5%
（前年度15.7%）

�人件費

人件費には、職員の給与だけではなく、職員の共済費や年度内に退職した職員
に支給される退職手当、議員・三役・各執行機関の委員に対する報酬や共済費
なども含みます。


